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現場段階における制度運営実務の検討方向について

以下の内容については、戸別所得補償制度に関するモデル対策の

検討方向を整理したものである。今後、広く情報提供を行い、意見

を伺いつつ、関係方面との調整を行いながら、更に検討を深めてい

くこととする。

１ 対象農業者（販売農家の定義、範囲）について

米戸別所得補償モデル事業の交付金の交付対象者については、米

の生産数量目標に即して生産を行った販売農家（集落営農を含む）

としている。

（１）「販売農家」について

水稲共済加入者はすべて対象とする。水稲共済未加入者について

は、前年度の出荷・販売先との契約状況を申告していただいて対象

とする。

（注）販売目的で農産物を生産する農家を広く捉えつつ、その確認

を容易に行えるような仕組みとする観点に立つもの。

（参考）

① 水稲共済の加入対象は、米・麦で10ａ以上の作付けを行う農

家である。

② 水稲共済の当然加入の対象は、都道府県知事が定める面積基

準以上の者とされており、都府県は20ａ～40ａ、北海道は30ａ

～１haの範囲で設定されている。



（２）「生産数量目標に即した生産を行うこと」について

現行制度に準じて、米の生産数量目標の換算面積の範囲内で主食

用米の作付を行っていることとする。

（注）確認は面積により行う。

（３）「集落営農」について

① 規約及び代表者を定めて、米の生産・販売について共同販売経

理をしているものを対象とする。

② また、交付申請の際に、構成農家名簿を提出していただき、構

成農家と集落営農の二重交付をさけるための確認を行う。

２ 交付対象面積の捉え方について

① 交付対象面積については、主食用米の作付面積から一律10ａを

控除して算定する。

② 加工用米・米粉用米・飼料用米等については、水田利活用自給

力向上事業の対象であることから、主食用米の作付面積としては

カウントしない。

③ 酒造好適米、種子用米については、自家消費に回らないことが

確実と見込まれるため、10ａ控除は行わない。

（注）主食用米の作付面積は、水稲共済引受面積から加工用米・新

規需要米面積を控除して算定する。



３ 交付申請手続、要件確認、交付金支払いの実施体制について

（１）「交付申請手続・交付金支払い」について

農政事務所（及び地方農政局）が窓口となって農家からの交付申

請を受け付け、所定の手続を経て、農政局から農家の口座に直接支

払う仕組みを基本とする。

（２）「要件確認」について

米、麦、大豆等の作付確認、電算システムへの入力等の事務につ

いては、国と都道府県・市町村とが連携し、地域水田農業推進協議

会などの機能を活用して地域ごとに役割分担をして行うことを基本

とする。



戸別所得補償制度モデル対策の実施体制（イメージ）
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＜交付申請内容（イメージ）＞
○ 米戸別所得補償モデル事業
・主食用米作付面積、確認証明その他必要な書類
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以下の項目をはじめ、その他実務的課題については、現場の実態

を踏まえ、今後速やかに検討し、検討方向が定まったものから順次

明らかにしていくこととしている。

＜米戸別所得補償モデル事業関係＞

○ 生産数量目標に即した米の生産を調整水田等の不作付により達成し

た農家の扱いについて

○ 集団的な取組（集落営農）を阻害しないための工夫について

＜水田利活用自給力向上事業関係＞

○ 助成対象作物について（バイオ燃料米、二毛作助成）

○ 捨てづくりを防止するための工夫（要件）について

○ 調整水田等の不作付地の扱いについて

○ その他作物等地域単価の設定・都道府県別配分方法について

＜実施体制＞

○ 交付金の支払い時期について


